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生産と消費の矛盾（3)

れないのであるo ’

ついでながら指摘すれば, 宇跹氏らにおいては，本節でとりあげた問題はもちろん, 第 2 節でと 

りあげた問題ト第4 節でとりあげる問題はすべて認識されるところとはならない。したがって，く生 

産と消費め矛盾〉という問題は完全に欠落してしまっている。

②上幻文で 'は, 「現実にはもっと無限に複雜だ条件がありながらも，それがけっして不断の恐 

慌をひきおこすものでないこと」をひきあいにだして，固定資本の填補•蓄積部分の転態をめぐる

問題を無視する廸由にされているのであるが，かかる見解は全ぐの暴論というより他ない。
• . . . . .  .. • . ■ . . . .

r不断の恐慌」がけっして起らないからといって, . そのことは宇野氏らが考えられるように，価 

格メ 4 ニズムによって，これらの問題の調節•解消が行なわれてい名ことを意味するものでは決し 

てない。事態は全く逆なのである。第 2 節 . 第 3 節で強調してきたように，拡大再生産が「(生産 

力不変) I 部門の不均等的拡大j という内容をもって進展し， 固萣資本の塡補•蓄積部分の転態の 

なかにかかる:「不均等的拡大j を促進• 強化していく基盤があるからこそ， 「不断の恐慌j (不断の 

過剰生産というべきである）が生じるとともなしに，ある期間にわたって活潑なる拡大再生産の進展 

がみられるのである。

③ともあれ，宇野氏らが，本稿め第2 節 • 第 3 節でとりあげた問題を全く無視し，上のような 

見解をとっていられることは，再生産表式論に対する大きな誤りであるとともに，拡大再生産過程 

の把握を大きく誤らしめるものといわねばならない。

宇野氏らでは，再生産過程分析における価値分割. 部門分割視点は全く欠落してしまい，資本制 

的拡大再生産過程は, ただ単に有機的構成の高度化するもとでの蓄積と，有機的構成不変のもとで 

の蓄積（蓄積とともに労働力が吸引される蓄積）という分類のもとで考察されるのみである。それ 

ゆえ，好況 • 恐慌にいたる過程は「労働力の商品イ匕を枢軸として展開される過程」としてきわめて 

一商的に把握されていってしまうのである。 ，

かかる分析では，（く生産と消費の矛盾〉の問題が全く見失われているという点を一応おくとしても）拡大 

再生産が急激なる膨脹をとげる好況の加速度的進展のゆえんも，そのメカニズムも決して明らかに 

はならない。宇野氏の好況分析のなかに，「投機的買付」• 「投機的な生産の拡張」. 「投機的売麂」 

という概(禽がきわめて不明確なまま導入されざる.をえなかったのは決して偶然ではなV、。 しかし拡

大W生-産分析において，部門分割視点を全く欠落させ, く坐産と消費の矛盾〉の問題を一切とりい
. . .

れない宇野氏においては，「投機的な生産の拡張J ということをいっても，「投機的」なるものをし

めす理論的菡準が本来ないはずである。この点については, 後の章でョリくわしくとりあげる。

なお，以上のような拡大再生産分析における宇野氏らの限界は，別稿でくわしく批判した資本蓄

積にかんする誤りと密接な関述をもっている•の‘セ，あわせて参照されたい。

注( 4 9 )间上，第一章/ I I I ,「投機的発肢と物価騰设J 
( 5 0 )前掲拙稿「投資行動にかんするマルクス理論j ⑵袖節 *'宇野理論の検討•批判j を参照されたい•
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南 北 問 題 の 新 展 _ と 再 反 省

• I)
-国連第 2 次開発の 10年をめぐる根本的再検討

深 海 博 明

1. は じ め に

1960年代は南北問題の時代であるといわれ， 国連は「開発の1 0年」と名づけ，全世界的にふ<

に北側先進国の貴任の認識において，低開発国の開発•発展さらには南北の発展格差解消の問題に 
( 2 )  . . ’ .

とり組んできた。

国速が設定した6 0年代の主要な経済的自標は，発展途上諸国(developing countries)が 1970年まで 

に最低年率5 % で成長するような条件を作り出すことであらたが, 皮肉にも，6 0年代前半匕おいで 

は，5 0年代よりも低い4. 5 % の成長率であり，こ の 「開発の1 0年j は挫折に終るか？ ないしは
( 4 )  ノ

失望の1 0年であると危惧されたわけであるが，6 0年代後半になって成長の加速化が生じ, 6 0年代

注（1 ) 本稿は，拙稿の以下の諸論文i の密接な関連♦ その展開の上に作成されている。

拙 稿 ⑴ 「低_ 発国問題に関する最近の展開について—— 国連贸易開発会議をめぐる論議を中心として一一」r三田学 

会雑誌』1965年10月号。

拙稿⑵「低開発国の質易拡大め諸方策"一 日本経済研究センタ一南北問題コンフr レンスにおける論議にS づいて 
—— J *■三Ffl学会雑誌』1966年4 月号4 .
拙搞⑶「日本の経済協力の意義と理論j 山本登他ニ氏貴任編集『世異経済の新段階』（日本経済め現状と課®,第八 

集）卷秋社, 1966年。
, 拙 稿 ⑷ 「低関発国問題への一つの驻本的視角一 経済援助の経済学の最近の展開を手がかりにして一一j  f三田学会 

ぃ ’ 雑誌』1967年 2 月号。

拙稿(5) 「低開発国経済発_ における対外接触の意義と効果j «•三田学会雑誌j 1967年12月号，

拙稿( 6 ) 「経済援助の経済学の最近の展開についてパアジア研究j 1967年 7 月，14卷 2 号， ，
拙稿(7) 「アジア経済研究の一^ のこころみj ①〜⑧『世興経済j 1966年j 月号， 8 月号，u 月号， 1会月号， 19抑年 

3 月号， 6 月弩，1968年 1 月号， 4 月号，

. 拙 搞 ⑶ 「馆北問題‘解明の新方向の模索—— 援助と贸易に関する国際セミナ一報告 *■世異経済評論j 1 9 6 9 ^ 7月
•#7*0
拙撤9) 「苋脔アジア開発の新課題—— タイを中心として—— j 『世異経済評論J 1970  ̂6月号。

( 2 ) この点に勹いては拙稿論文⑴を参照されたい。.
( 3 ) 本稿では，坪開発国という用語を用い，原文からの引用をのぞき，発彼途上訪国ないし開発途上諸国の用語は使用 

L ていない。これは全く筆者の趣味の問題である。

( 4 ) 挫折に終るかはバーパ9  • ワード，失绍の1的ミはプレビッッ;t f c よるo (Barbara Ward,"The Decado of Develop
ment—A Study in FruBtmtion?” in Tim Views on A id to Devehping Countries, I966. 山岡喜久毋• 鐘ケ杠彰訳. 
p低開発国援助論争j 多摩_ 店，1968年,）
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南北問題の新展開と苒反省 

(1 9 6 0 - 6 8 # )で 5.2%-となり, 全体として，目標成長率を上廻ったとみられている。

さらに国速では，1的o 年代を引続#  r第 2 次開発の10年J とレ，経濟社_ 理_会の諮問機関の 

一.つである開発計画j委員会べCommittee for Development Planningいわゆるティンバーゲン委員会）は，

TO年 1 月に「ティシバユゲン報告書j を発表じ，，第.2 次 1 0年のS 本目標と方向づけを明らかにし
( 5 )

ている。また，国連開発計画（U N D P )の扭り方を機構• 財政その他の面から抜本的に苒検討し， 

そめ能率向上の改善方法を指示したいわゆる「ジャクソン報告j も発表されてい(€ 。.V ベ . . . -  パ.. •
世界銀行でも，総栽 R. S . マクナマラの要請により，「国際開発委員会」（通称ピアソン委員会）が

組織され，的年1 0月に報告書を発表し，今後の開発戦略に関し，協同による開発を旗標として， •

基本的方向づけと具体的政策とを明らかにしている。

このように国連その他の国際機関を中心.として, 世界的fc, 7 0年代の目標• 方向づけ,およびその

ための政策• 措置が一応明確化され，それと同時に各国においても，こうした世界的な方向づけを

どう受けとめ，どのように対応していぐかの基本的態度• 方向が示されつつある。たとえば,アメ

リカでは, 70年 3 月にいわゆる「ピーターソン報否j が大統領に提出され， 7 0年代におけるアメ

リカの対外援助の基本構想が打ち出されているし，わが国では，正式に，ピアソン委員会の基本的

勧告を受けいれ/ 1975年までに国民総生産の1 %  (約40億ドル）の援助を行ない，できるがぎり政

府援助の比率を上昇させる決意を表明しているン

このように，1960年代の現実的展開をふまえて，世界的ないしは各国別に，南北問題解決のため

の7 0年代の構想と方尚つ分が, ぼぼ現在，明確化されたわけである， したがって,この南北問題

の新展開を十分に理解した上で，あらためて，この問題を根本的にことで苒検討してみたい。

何故なら，南北問題の解明は現在にいたってもなお混迷ないしは低開発状態を脱することができ

ず, 開発の戦略• 基本方向についても必ずしも意見の一致がみられない。.またもっとも基本的問題

についてすら，クc の理念• 発展の意味.自標について，共通の確立された見解は存在しない。また

テ: ンバ •ゲン，プレビッ■シュ.，.ミュルダーノレに代表されるpro-developing-courttries的な新しい開

発の経済学• 戦略に対して疑問をもつ人々もいる。さらに,こうした南北問題の解明における経済
, 0)

学的分析の意義• 有用性について，非常に懐疑的• 消極的になってしまった人々もいる6

注（5 )  Committee for Development Planning, Report o f the Sixth Session, UN, E/4776, 1970. ( 邦 訳 代 の 開 発  

戦略一ティンバーゲン報告—— j 国際日本協会出版局，1970^)
( 6 ) 正式にはメ Study o f. the Capacity o f the United Nations Development System  であり，とこでは，外務备国際迪 

丨合局経済課の資料「ジャクソン報告についてj および「国速開発援助組織の能力に関する調查（ジャクソン報告) j (奴

抄訳）片よっている。 ■；.
( 7 )  L,B. Pearson (chairman), Partners in  Development: Report o f the Commissim  on Intef-m tiom l Development,

(大籴佐武郞監訳r關発と援助の描想』p 本経済新_ 社#ィ恥9年）

( 8 )  R.A# Peterson (chairman), U.S. Foreign Assistance in  the 1 9 70s: A  New Approach一Repoyt to the President 
of the U.S. From the Task Force On Intornationnl Development, March 4，1的0，丨(^1の祥細な紹介は， r国際開発

ノ ジ ャ “ ナルん197妳 4 月20R嘎 2-3渭にある。） •
( 9 )  H,W. Singer* In te rm tio m l Development: Growth and CIutnge9 1964* C h ap .1.
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南北問題の新展開と苒反省

そこで，ここでは，ごく概略的ながら，まず，1960年代において現実展閗としてどのような成果* 

が得られ, 残され仁重要な問題は何か, 現段階の南北問題をどのように認識すべきか，め事実の確認 

と問題点の指摘を行ない，次いでi 上述の諸報告にもとづいて，1970年代0 国連その他の国際機関 

および各国の方向づけ• 基本戦略をまとめ,新しい展關• 方向づけは何かを明らかにする。第 3 に 

この求実認識:‘ 将来の方向づけにもとづき，なお南北問題には根本的に反省さるべき，•い：くつかの. 

基本問題• 疑問がのこされていることを提起じ, さらに, 理論的および現実妥当性の点から言って， 

南北問題は輪決されるのかどうか，最近明らかにざれてきた方向ら•け • 莲本戦略は有効であり，各 

国がそれを採用するfeasib ilityは灰るめかど:うかを考究してみたいb そして最後に,.今後の展望を 

こころみたい，

；. . ぶ. ’. . . ■ . … メ..-い. . . . .  ン：、.

2. 事実の確認と将来の方向づけ

(11)
(a) 6 0年代の実繽の検討と問題点

ことでは紙幅の関係で詳細なデータの引用はさ'け，甚本的に重耍と思われる点だけを指摘する， 

まず第一に，• 南北問題としての全般的な経済成長率で考えれば, 南側の低開発国は，すでに指摘 

したように，6 0年代の前半では4. g 欠セあったO が後半でいよ5 % 台rvと加速化の傾向がみられ，r開 

発の 1 0年j : の基本目標の.5 % も達成されてi その点では満足すべき成果をあげることができたと 

いうと！ができよう。また北側先進国との対比では，金体の成長率では, 南側が北側を0. 2 % 前後 

しのぎ，わずかながら，格差の是正が生じたと考えられるかもしれない。

しがしながら, 南側では, 高い人n 増加率 ( 2 . 5 % ,北侧は1 . 1 % )に割引きされて，1 人当り成長率 

でぼ，逆に北側が1 %以上しのいでその格差は拡大化の傾向にあり，増加絶対額で考えれば, 1%  

の増加で北側は2 5 ドル増加するのに対し, 南側は10分の1 以下の2 ドルである。

したがっ弋,たどえ南側が5 % の成長率を達成しても格差は是正されず，さらに成長率の加速イ匕 

と逆に人口増加率の抑制が.必要であるとされ：てぐるわけである。

しかしこの南侧め全体としてめ5 . 2 % ， 1 人当り,2. 7 % の成長率をどう評価すべきかということ 

は，一つの重要な間題である。すなわちこめ成喪率を, 北側先進諸国が急速な産業革命を実親し,離 

陸を達成した時期の成長率と対比しでみると，それらをはるかにしのいでおり，：因覚ましい成長成 

见であると評価することも可能であろう。北測先進国が達成しつつある急速な成長は，第 2 次大戦 

後^ 時期においではじめて生じた新しい経験• 現象であり，それをどう解釈するかによって,現在

注(10) この間題に関するもっとも襄領のよいまとめ‘ カ佝づけとして,経済審議会経済叙力研究委A会縮, ! r国際協力の 

新段階j 夫蔵省印刷周，1970尔，をあげておく。
( 1 1 ) 靜細なデータについ：t：は,通商産衆者*■経済協力の現状と問®点j 1969年，第1章，UN, World Eeondmit Survey, 

1968 and Pierre M q，The Third World in World Economy, 1969.などを参照されたいa
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南北問題め新展開と洱反省 

，の南側の成長成果についての考え方も当然ちがってくるはずのものであ( f 。

ごのことは，発展をどのようにとらえるべきが，南北問題の解決とい う意味は何か等々について 

0 根本的再反省に通ずることになる。すなわち「低開発性」• 「経済発展」という概念が,時間と空 

間とをおいて，相対的なものか, 絶対的なものかというととである。すなわち；発展を規定する何 

等かの絶対的基準にもとづき, その甚準に達旮ざる国を低開発国と呼ぶのか，そうではなくて，時 

問的•空間的に相対的概念であって，空間的に他と比較して1 国が種々なる基準からみて劣ってい 

ると考えられる場合，常に南北問題というのぱ存在しつづげるのであろうかA •

名より具体的にいえば， 1昶0 年代において,全体として南側諸国が急速な成長率を達成してきた 

とすれば，すでに「低開發性」は打破され，発展が実現されたと考えてよいのかという問題であるd

一般的常識的には，ロストゥ流にではあれ，またそれと異った意味ではあれ，各国の大きな発展段 

降).•.発展の流れを認めて，経済成長力、自立的過程. （self-sustainiiigr process)となるこ'とをもらて，一 

応 「低開発性」が打破され，発展が成しとげられ，軌道にのったと判断しようとしているが，しか 

し一部には，南北問題は全く相対的なものであり，世界各国が同じ状態にならざるかぎり, 絶えず 

存在することになるのではないかと思わせる動きもある。 .

第二に，さらに重要なのは，こうした低開発国全体ではなく，地域別 • 国別の動向•成長成果で 

ある。あらためて指摘する迄もなく, 低開発国は，国連その他においても，積極的に矩義されるより 

も, むしろ，先進諸国と社会主義諸国とを除く爾余の国々（th6 rest of the world) とされてきたこ 

とからも明らかなように，猶々雜多な国々の総称である.したがって，最近“南の中での南北問題，， 

が, いわゆる南北問題とならんでとりあげられ，重視されているように，発展レベルからいっても> 

.一入当.り所得水準が500 ,ドィレをこえ, 1000ドル近い国から,ノー人当り1 0 0 ドル以下の国まであらゆ' 

るレベルの国々が存在し, I960年代に達成した成長率でみても， 10%をしのぐ国から,殆んど成
(13)

畏がみられなかった国まで，雑多である。

これらの多様性の中で, とくに着目すべき傾向は, 一つには，低開発国内部において，地域別• 

国別に，大きな成長率格差がみられるが, 地域別には，西アジア (中東）と東アジア（極東）が種  々

の面で高い成長力を示しているのに対して，ラテン. アメリカ，プフリカ，南アb ア地域は，相対 

的に蜱長のテンポがおそいことである。二つには，国別にも，かなりの一時的な変動はみられるが, 

硌成長国C6 %以上)， 中 成 長 国 （3 〜 6 % ) ,低成長国（3 %以下）に区分することが可能であり， 

この傾向がある程度定着化しっつある現状を考えると，新しい南北問題が起り，うる可能性が十分に 

考えられることである。三つには，しかしこの成長率格差は, 発展の絶対的レベル（一人当り所得水

注(12) E.B. Hagen, The Economics of Development, 1968, Chap. 2. and L.B. Pearson, op. cit., pp...27〜 30 (邦釈 21〜
24 JO. ‘

( 1 3 ) 非常にわがりやすい因表として，L.B. Pearson, op, dt.,_ Annex II. Table 2 .(邦訳，，付録n 第 2 表）を参照され

たい..  .ノ ぐ. . . . . .....
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m とは全く無関係に生じセおり，低い一人当り所得水準の国々で高成長国もあれば，高“所得水 

準の国々で低成長に悩む国々も存在していることである。 •

第三に，低開発国発展の対外面を考慮してみれば, 1950年代には, “寶鳥よりも援助を" O X p  

一ガンに代表きれるj：うに，資本 • 援助を中心とむ't 行なわれてきたが, 1960年代に入ると,、この 

アプローチが根本的に再検討• 反省されて，“接助よりも質易を，，にとってかわられ，瑰在では“質 

易も援妫も”めスロ 一 i f ンが毛め目標とされている。との展開の背景には，経済発展に対しそもつ 

質易ク3意味が再認識され，貿易と接助との意味の相違についX つっ込んだ検討が行なわさらに 

は，南北_ 題解决のための国際経済関係のあり方,世界経済の運営原則について根本的反省がなき
( 15)

れつつあるのである。

I960年代に入っても, 先進諸国間の水平分業‘ 貿易の進展に伴い；世界貿易に占める低開発国の

占めるシュア一は, 長期的低落傾向にあり（輸出1960年 25.8">细年 22. 4.輪人60年 27. 6—6 _ 2 3 . 4 ) ;

依然として貿易ギャジプは解決されず，債務累積額ば年率約12%で増大し, 6 8 年末には,約50 0僚

ドルに達し，債務返済額も輸出の伸びを多少上廻る伸びを示し， 6 8年には， 4 0億ドルfこ達してい

る。ただし外貨準備は，（30年代に入り，増加傾向にあるが，輸出の拡大によるよりも，海外からの

資本の流入や;極東地域におけるベトナム特需による贸易外収入の増^ ;などに依存するところが大き 
( 18)

い。' 、. .

しかし，1960年代において，輸出所得は，年率6 % 以上増加しており，先進国の増加率に比べれ 

ば低いが, . それ自体としてみれば，良好な記録であろう。さらに興味深いめは, 地域別，国別に大 

きな格差が存在することであり,輸出に関連する経済活動が大部分の低開発国の経済成長に主導的 

役割を果し，高成長国ほど, 輸出が俾長している。また, 高成長国ほど, 開発努力を強化し，輸入 

パターンを変えつつ，国内投資の輸入依存度を上昇させ，また投資率が上畀したほどには外国資金
(19) :

への依存度を高めず, 国内貯蓄の動員において，進展がみられる。これらの事実も，低開発国の開発 

戦略の基本方向• あり方について，のちに述べるように重要な示唆を与えるものと思われる。

第四に, 低開発国の部門別その他の発展成果について考察してみれば，まず指摘しておかねばな 

らないのは，農業部門（どくに食糧生産) において，I960年代後半にごれ迄の悲観的な予測を打破す 

るような，「緑の革命丄(Green Revolution) として特徴づけられる食糧生産の大躍進を経験しつつあ 

ることである。U 前のP1A O の予測では，1975年には食揃生産が不足して世界的な飢碰におそわれ

注（1 4 ) この点につぃては，拙稿論文⑵および(6>を参照きれたぃ。 '

( 1 5 )この点については，拙稿論文⑴を参照さ办电い。 ，
( 1 6 ) 中央計画経済諸国（社会主義諸国）をのぞく世界黄易に占めるシ；̂ア一である。

(17) ベトナム特需およびべトナム和乎がもつ彫響に関しては，「ベト士ム特需と7 ジア経済j r調盗ル報』 （日本銀行） 

1970年4 ；j号およびヴィエトナム和乎の経済的膨餺と來洧アジア_係諸国j 世界経済研究協会， 1969华 10月，が興 

味深ぃ分析を行なってぃる。

( 1 8 ) 通油座梁溜*•通商白褂j 総論1970/ 84〜94頁。 ‘ ノ
( 1 9 ) 経済密謎会緙済協力研究委員会編前掲妬13〜15頁。
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るとされていたものだが，アジア諸_ を中心に, I 966年以来, 小寒 • 米の生産が，ぎr品種の導入•

耕作技術の進展により，飛躍的に増加している：

す緑の革命は，新しV、技術と新しい政策0 問題である。その効果がどの程度大きく； どの程度急

速に進行するか, また同じよ.うな飛躍が世界の他の部分にも,起こるがどうかf ついて，結論を下す

匕とはいまだ時期尚皁であるが，農業の成長の見通しが従来よりもはるかに明るくなづたことは確

かである。とくに, 予想に反して，小農民が_ 襲と伝統に救い難く縛られておらず，コスト：や価格

饵も無感覚でなかったことが実証されナこ。かなりの程度安全な収穫増加の期待が夢えられれば，小

農民がそれに反応を示すのである。開発政策に対するこの経験の教訓は農業の分野だけにとどまる 
(20)

ものではない。」 ，

工業部門においてV 国別. 地域別に大きな差異はあるが, その成長率は, 5 0年代をしのき5, 60

年代に7. 3 %であ( り, これは外貨および国内技術の不足，国内市場の狭隘性，および輸出に対‘する

障害にもかかわらず達成された。すべての地域で前進が行なわれ，多くの国の経済構造に大きな変 
(22)

化が生じている。

さらに，社会的間接資本，教育，公衆衛生等々の部門でも，I960部代r 入り，着実な大いなる前 

進が，まだ不満足であり，かなりの紆余曲折を食みながら，行なわれてきているので、あるo

そとで，我々は，低開発国は低開発性の罠の中にあり，全く進歩のない停滞した国々であるとす 

る旧い通念をすて去り，南北の発展格差，I960年代の低開発国の成長成果を，正当に評価し，その 

理解の上に, 低開発国の今後の発展方向• 発展戦略が考究されていかねばならないのである。

厂 . .... : . . . . . . . .  ノ '

(b) 将来の方向づけ

⑴国連その他国際機関によるもの .

ここでは，ピアソン報告，チィンバーゲン報告，ジャクソン報告の三つを中心に考えをすすめて 
(23) 5

いきたい* 各報告のくわしい内容, 政策提言については，すでに周知のことであるので，ぐり返し 
(24)

をさけ, ここではとくに重要と思われる点だけをとりあげる。 1 .

: まず第一の特徴は, 南北問題にとり組む基本的堞念にあり，積極的 • 前向きの“世界共同体(world 

community)意識” にもとづく方向づけが強力に提唱されて^、ることである。

「欺約すれば，国家的な利益を狭い制約的な意味に解してはならないというぶとである。実際， 

主として近代技術のおどろくベ# 影響0 結果もたらされた歴史の急速な変化は，国家利益という概 

念自体を変えた。 現代において仳界がどうなるかを問題にすることなしに, 自国が1 0年後にどう

沣(20) L.B. Pearson, op. ciL, p. 35 (邦訳 27茛)。

( 2 1 ) これに対し先}i 国の工業生庠り成長率は，5 .6%:である（1960〜6 7 ^ 0  ノ

(22) L.B. Pearson, op- cit., pp. 36〜 37 (邦訳 28貢)。 ， ン

( 2 3 ) とくにれこでは，ティンバーV ン報告とピアゾン報倍のニつを中心に*考えをすすめていく •
( 2 4 ) ビアソン報钙のくわしい内容, 政策提言については，拙稿靡f  6 田学会雑訪j 1970年 6 月号を参照されたい•

62 (678) ，— ，
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力：るかを問題にでぎる:Cあろうか。もしも世界が安全でありかつ繁架することを願うならば,われ 

われはすべての闺巧共通の問題について，共通の関心を示さなければならないのである。…… .

今日，人々は_ 家共同体のみならず，世界共同体をますます意識するよ”こなっている。.とくに 

宠い人々は, 人類の発展にっいて一体感を持っており,人間の動きや連带の国際性の増大に気づい 

て.'いるように思われる。:.多くの人びとか，.’ 自らの国々よ，りも広V.、範囲の共同体のためにサービス，■と 

.才能を提供.している。:. ン:\ '

このような世界共同体という概念それ自体が，開発のための国際協力の主寒な理由である6 それ 

は，現在行動を起こす必要性の確信のみならず，未来に対する信鎖の主張であ(2| 》。」 . 故

また「開発途上国の経済成長のこれまでの趨勢を不変のままに放置しておぐことはで会ない。IU: 

坪の一部の人びとがたいへん快適で，裕福な生活を営んでいる-^方で, 世界のより多数の人び'とは 

みじめな貧困にあえいでいる。またこの格差が縮まるダころか,逆に拡大傾向にあるという琪英に 

対して，世界の共同社会（World (^^她比かはただ傍観しているわけにはレヽかないバ当然のことな 

がら，現状からより公平な状態に変えることは,，1Q年ぐらいの年月で達成で含るものではない。経 

済社会開発は長期間を必要とする。 • .

しかし，世界のもっとも富める国々が達成した新しい発展は，以前にもましてもっとも貧しい国 

々デ過去に達成した率を上回るものであった。もし，貧しい•国々© 開発促進が「第 2 次国連開発の

1 0年」の期間中に達成されないならば, 世界の緊張を惡化させるであろう。事態は困難ではあるが,
( 26 ) 1

われわれが挑戦しなければな$ ない問題である。」 … M 卜，' . '…-， ; .

問題は，■しうした.他界共向体理念な.いしは.連帯性原理（Principle of Solidarity)..の世界への適用 

主張が，现実にどれだけ世界の各国政府. . 国民をリ一' ドし，国民的ないし世界的合意となりうるか 

であり，理念そのものとしてみれば, 正しく支持さるべきでは和っても，まだ各_ とも国民国家Q 

段階にあり，，世界国家が成立していない現状では，一足とびにこの理念にもとづき行動していくエ 

とは困難であるようK：考えられる。

飨ニの特’雜は，「第 2 次開発の1 0年」において，第 1 次のそれとくらベて, より高い，より具体 

的なつづ込んだ_標設定が行なわれていることであろう。 その理ネ，ま:がりなりにも第1 次の0  

標を達成した樂実と自信，しかもなお南北格差は拡大しっっあるという不満と焦燥感,金伴として 

の目標のみならず部門別目標設定の必要性などにあるのであろう。1970年代の目標は，低開発国‘の 

G N  P の成長率を，少なくとも5 %平均から6 %匕, 一人当り3 .5 匁に高めるごとセある。ティンバ

一ゲン報告によれば「この1 0年間の前半で枝Q N P 合計の年甲均增加率は約6 % , 1 人当りでは
' .  • ' ' ' 1 . . • . .

 —  .一..--'... . . .-一-.; - - . ... ； , …
. 注(25) . L.B. Pearson, op. 9 and:汰10 .(邦訳.6 〜7K)*. 、ト

(26) Committee for Development Planning op. cit., p. 5 (邦訳 33员)。 「 た

(27).. J. Tinborgon, Shaping the WoYld Ekoiidiny—Suggestions for an InUrixationai JScomntic Potwy,WQ2r Part II,esp. 
Chap.5 and 6 (大来佐武郎訳r世界経济め形ぬ竹内書姐，1963年 , 第 5 窀と笫6 章八: ，.

’    63 (j670)--------
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南北問題の新展開と再反省

3 .5 % をいくらか下回る水準を達成することを目標とすべきであると考える。しかしとの1 0年の後

半では，これらの水準をそれぞれ6 % ， 3 .5 % より高い水準に加速化するように努力しなければな

らなどされている。さらに/ その前提として，低開発国め人'ロ増加率を竿平均2. 5 % にとどめ

るととが期待されて“ る。

ti■ここの全体としてのG N  P の年率6 %の成長目標に応じて，部門別ヒも，農業部門では4 % 、

工業部門では8%  (後半では8%以上）の成長率が目標とされ, さらに，所得と財産のよりよい配分,

雇用, 教育，保健, 住宅などについても，質的 . 量的な方向づけが与えられている。

第兰の特微は， 第公次開堯の16年では， この目標を達成するための政府ペースの^1 ミツトメソ

トによる政策措置を含む開発戦略がかなり広範囲に具体的に策定されているごとである。とぐに，

第 1 次せ、は，国際的手段と措置に重点がおかれていたが，第 2 次では,低開発国の国内的手段と措

置が重要視され，これが開発戦略の主体であり，外国からめ援助や働きかけは，国民の努力や強力.

な国内的措置にとって代るこどはできず，外国からめ援助や働きかけが，いかに重荽であっても，

単に付随的役割を果すにすぎない事実が強_ されている点が注目される。さらに,単なる経済的藷

手段のみでなく，それらが有効に作用する前提^:して，国内的努力と国内的開発要素を動員し，国

民め広い層を動かし，かれらの当面の要請と向上心を満たすことを確保するために，制度的•行政

政治的 • 社会的改革の必要性が強調されている点も重要であろう‘。 .

国際的措置では，とくに目新しいものはないが，.援助と並んで国際貿易上の措匱がとくに重視さ

れ，海外民間投資め演ず.る役割について再評価がなされている点が興味深い。また援助面では，接

術援助，教育‘研究援助にとくに重点がおかれ，低開発国における科学知識および技術知識の吸収•

適応ならびに開発能力を高め，低開発国の特殊性に合致した研究開発活動を拡充するため，先進国

における研究開発資源の一部が, 低開発国に向けられ,供与さるべぎであるという主張は注目に値
(31)

しょぅ。

具体的な援助目標としては, ティンバーゲン報告では，1972年までに，先進国はG N P の 1 % 接 

助目標を達成し，そのうち， 公的資金の純額で最小限G N  P の 0 .75 %を供与すベきであり，先進 

国は「一般宣言」ないし「一方的宣言」において，1972年までの可能な限り近い時期に,援助目標達 

成のためとるべき具体的措匱を明らかにすべきである。しかもとの目標は下限を定めたものである

注(28) C om m ittee fo r  D evelopm ent P la n n in g，,op. c it., p. 7  (邦訳 37 頁)。

(29) 11̂ . , 卯 . 7 ~ 1 4 (邦 訳 38〜4 8 節 ， ' 、

(30) 低開発_ 侧は，第1 次開発の1 0年が自分速の期待するような成來を生まなかづたのは，具体的な措置についての政 

府ベースのコミットメントがなかったためであると考え，プレビジ 'ンュは，これを「戦略なき開発の1 0 平 」.(D evelopm ent

‘ D ecade w ith o u t S t r a t e g y )と!^び,第1 次1 0年の最大の欠陥であるとしている。

(31) L.B, Pearson, op. cit., pp. 202〜 207 (邦，165~  170 其〉 and Committee for Dovelopment Planning,' op. cit., 
_ pp. 32〜 33 (邦訳77〜80節 。

(32) C om m ittee fo r  D evelopm ent P la n n in g , op. c it., pp . 2 5 -2 6  (邦訳67〜6 8貢）• なお, この目標は，国迪贸舄開発 

会議（U NC TA D)における決謎によっている。
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ことが強調されねばならない。また援助条件についても， D A G 勧告の線に沿って，先進国は，た 

だちに政府開発援助の全額の少くとも7 0 % を赠与するか， ないしはD A O 勧告中にあるそのほか 

め条件で供争すべきであるとしてい<3| 。

ピアソン報告では，できるだけ急速に, 遅くとも1975年まセに，最低眼G N P の へ 増 加 さ せ ， 

さらに1975年まであるいは1980年より遅くならないできるだけ早い年次に，実行純額がG N  P O  

0. ?0%に達するのに必要とされる水準まで政府開発援助の約束を増加さ せ ，また;L975年までに，' 多 

国間開発金融を公的開発援助総額の最低限20% にするために，赠与> 資本出資を増加せねばなら 

ないとしている。

第四の特徴は，世界共同体意識，.国際化の進展に応じ，国速を中心とする国際機関の演ずる役割 

かますます重要視され，南北間•題の解決が二国間ベースによるのではなく，多数国協力のベースで 

考究され夸ようになってきたことであろう。具体的には，ティンバ一 ゲン報告では，国際連帯基金 

(World Solidarity C ontribution)の設立案がある。との構想は低開発国に対する資金協力•援助資金 

の純額を新しい源泉を求めることによって増大し, それを公平に分担するという点と，鏟済開発の 

ための資金をC の基金にプールしようという内容をもっている。国際的資源の動員が政府レベルの 

措置に限定されてし、たのに対し，.⑴低開発国で事業を行なっ ている多国籍会社による特別寄奸の導 

入, ⑵すべでの国の限られた数の特定商品に対十る特別消費'税の邊^ ⑶必要に応じ，税制上の優 

遇措置により会社，公共機関，個人による自発的寄金を大幅に促進すること，等の新しい方法.資 

顧を国際社会かさがしだし，国連を中心としてその甚金の運営をはかるべきであるとしていく繁。

ピアソン報告でも， とぐに I D A (国際開発協会= 第二世銀)を中心とする多国間援助組織を強 

化し，さらに国際援助組織の効率化と調整に不可欠な機構を創設するため，世界銀行総裁が, 1970 

年中に，国際速合の適当な機関と他の多国間機構の長，および二国間援助機構•発展途上国の代表 

を招請L て，会議を開催することを勧告してい( f 。

またジャクソン報告は， 1 % 6 年 1 月，従来の国速の拡大技術援助計画（e p t a ) と特別基金（s  

F ) の両機構を統合して発足した国速開発計画 ( U N D P ) のあり方の抜本的再検討を行なっている… 

このU N D P は各国の自発的拠出金をその事業財源として，低開発国に対する技術援助と投資前調 

盗を中心とする開発援助を行なっている機関であるが，その活動は低開発国の経済社会開発の必要 

性の塯大につれて拡大し，国述の開発援助の中心機関として世銀グループと並び重奢をなしている：

— ニ  ■ . . . . . . .  . . . . .  ..
注(33) Ibid., p. 28 (邦訳 71頁)。

(34) L.B. Pearson, op. cit., p .152 and p. 229 (邦訳123〜124頁および190更)。

( 3 5 ) たとえば，III動車バ航空機，レジャーJHボート，テレビ，馄気冷蔵庫, 電気洗濯機, 皿洗い機などの祜0 の購入伽 
格.の0‘ 5%というような統一的な低い税率として表示される。

(36)‘ Committee for Development Planning, op. cit., pp. 24〜25.(邦訳 65〜66頁)。

(37) L.B. Pearson, p. 230 (邦訳190玲 。 , ■.
(3めここでは，前掲の外務劣資料に虫としてよっている。 .

—~ -65(681) ——
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国連その他ロる今後の基本的方向づけ . 目¥ 設定は，上述の通りであるが，それがどれだけ，

南北各国に支持され，現実のものとなっているか, • 1 _ 年代にみられた南北の対決•団体交渉とい

ったU_NC T A D . (国迪質易開発会議）を中心とする論讓は，.1970 年代を通えて，梦化がみられたか 

どうかが問題である。

全般的にみて，南北ともに，1 0年の経験をつみ，変化のきざしは生じているものの，世界共同体

減 に 依 拠 L*て ， ピアソン報告，テ ィ ン バ “ ゲン報告の提言通りに,政策措置を立案• 実 施 し て い  

くとは考えられない。 ， •

南の低開発国側も，きびしい現実を理解し, 甘い期待，全面的に先進国に侬存す る と いった考え 

をすてて，自助努力を中心に発展をはかっているし，北の先進国侧も，南北問題の解決にょり麵 

的な姿勢を示W そのための理念を換索しながら，解決のため Ĥ 、ぐ つ か の 施策を採用せ ん と し て  

ぃるが，依然と/ して，利害 • 意見の対立は, 解消されていないようである。

たと免ば,.第 8 , 第 9 间T D B (質易開発理勒会）での論議をみても，低聞発国侧は, 先進国のG N P 

注(4?) . Committee for Development Planning, op. cit,, p . 19 (抽訳 57〜 58 K)。

’ — 6 7 ( _

—用兀間題の轨殷開と再反潘

分をさらにっやる必要があると考える。開発途上国に対する特寧関税供与や資金接助のような場合 

.には，この二つのグループ間にはっきりと一線をlaけのは不適当なように思われる。

9 まり，. しうし九限界？fekか維持されれば，それは将来のある時点において一国が突然開発途上固 

から先進国クル-フに移9 たとみなされることを意味するこどになり，それ以前援助を受けていた 

国が逆に_ する立場を突然要求されて新しい義務のたやに逆転した立歡経験することになろ5 

したかって， 発途上_ こ対して義務を負わないと同時に，-般的にもはや援助も特恵も受けか 

レ中間クル-プ国を導人するのが望ましいように思われ( I)。」 ま た 後 細 論 細 に ついても特別 

杧配慮しているようである。

こうした考え方自体は，非常に合理的であるが，問題は，細を評価し順序づけるための具体的

な基準 • 指標であろう。この基準 • 舞を明確化し , それを国際的に合意し， いわゆるworkable

なものi していくのに^ : , 現実的にかなりの困難があるように思われる。国際的なルールは, 卞、含

る だ け議恤でかつ uniformでなければならないとされており，たとえばG N P のは援助目標

も，本来，その発展水準• 国の能力に応じて，西検討のゼ要があり , 供与国侧でも累進的な雄準を

棚すべきであろうし，受入国側でも, 逆進的な基準により，発展水準の低い国には，多額の援助 

が必要とされるかもしれない。 •

要するに, こうした方向づけは, 重要ではあるが， しかし現実の世界政治経済の舞台での政策$  

準 • 原理となるためには，かなり9 時間をかけての一層の検討を必要とするのではな か ろ ぅか

南北問題の新展開と再反省

しかしその活動が拡大するにつれて技術協力と投資前調杳の効率を一層高めるために， U N D  P の

在り方を機構，財政その他の面から抜本的に検討を行なう必要性にせまられていた。そこでU N D

戸は，U N D P を中心とするI f連の開発援助の現機構の徹底的検討とその能率向上の改善方法の策

定を行なうため，6 8年 6 月， オーストラリアのy パート• ジャクソン卿に調杏を委嘱し，約一年間

にわたる調査の結果，そめ報告書が発表されたのである。 、

この報告書は，U N D  P を中核とする国連の開発援助は,現状のままでは既に能力的に限界に達し

ていることを認め，このよう.な行詰りを打開するためには，加盟各国政府が強固な決意を固め，その

改善案の実施に積極的協力を行なうべきことを強調している。結論的にいって，本報告の提案の根

本思想としては, 現状の国連開発援助組織が効率的に運営されていないのは，国連各機関の機構がそ

の発生的要因から開発援助活動という動的棋業を処理するよう作られておらず,かつ独立性が強い

ため，U N D P と実施機関とが整合的な活動ができ難い状況にある。したがって,この現状を改め

るには，U N D P の権限を強化するとともP U N D P と実施機関との間に効果的な調整機構を設け,

かつU N D P の権限の強化に伴う機構, 人的資源，間連施設等の充実•改善により解決すべきであ

るとしている。とぐに，U N D P と世銀グループの各々の役割を明確化し， U N  D P は技術協力と

投資前調査を行ない，世銀グループは投資をすべきである点が重要であろう。

勿論, 国連機関ないし多国間機関に，より重点をおいて，南北問題の解決をはかっていくことは,

理論上 • 理念上はもっとも望ましい方向であろうが, 瑰実的には「この国連組織にはその本部レ5

ルにおいて本当の頭脳の働きをする機関がなく，そのため，頭がなくて胴体，手足，触角等が無数

に入り乱れて延びているあたかも有史前の怪物を思わせる状態に成長し，一体誰がこれを統御して 
(39)

いるか分らない状態であり」，いわゆる国速機関においても一種の官僚主義が強く現われ,縄張り 

争いないし管掌権争いが絶えず生じている。さらに具体的に「j j n D P に関し> 開発援助の関係者 

が，開発過程について無知であり，低開発国の必要に対し鈍感であり，投資前調査についても問題
(40)

があるとすれば, 現在進行中のプロジェクトの約20% は 「無用の長物」'であると判断されるj の 

であれば, 根本的な改善なしには，あまり多くの期待をかけることはできないのではないかと，大 

いに懸念される。 •

第五の特徴は，南北問題という把握に象徴されるように，これ迄は，先進国と低開発国との二分 

法 （dichotottiy), 二つの.グル,一プ分けによるアヅ口 一チであったが，今度のテイソバ一ゲン報告では， 

二分法ではなく，中間グループCT設宠,過渡段階にある国々の规定の必要性が指摘されていること 

であり，この変化が注目に値する。 .

すなわち，「本委員会は国際貿易および資金協力政策に関連して，先進国と開発途上国の二つの区

注( 3 9 > 上 記 ジ ャ ク ソ ン 報 告 よ り の 引 •
( 4 0 ) 同じ。なお?}i在の年間市衆费は約1 億8 千万ドルであるから，約 3 千 6 百万ドルがそれに当る，

( 4 1 ) この点については，すでに拙稿論文⑵でぐわしい指摘がなされている， *

■—— 6 6 ( 6 5 2 ) ——
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南北問題の新展開と再反省. ， 、

の i  %援助目檩め実施期限策定，援助条件め緩和, 低_ 発国の関心産品に対する関税•非関税障塗

の軽減撤廃の促進，一次産品に関する商品協定の輪結，特恵の実施，袖足融食等々について，第 2

次開発1 0年の一環として，実施時期め明示あるいは新たな合意到達をはかるように迫り，第 9 回

T D B 再々開会’期において，「第 1 次国連開発め1 0年に対するU N C T A D め寄与j として合意き

れたが, しかし政策措置の達成期限の問題は解決せず，依然としで低開発国側の不満は大きい。と

くに低開発® のなかでもラチソ•アメ I )力諸国が最も急進的であり，こうした問題についでの先進
(43)

国侧でのコミットンントがない眼り，開発の1Q年には参加しえないと断言しているほどである。

先進国側では，全般的に， 貿易 ♦援助面で1980年までという長期にわたる政策のコミットメン 

トは，少なぐとも民主主義体制下では不可能であるとぃ'う態度を表示してぃる。

しかし，このなかでも，オランダや北欧諸国めような小国は，低開発_ に対して同情的な態度を 

示し，各国政府のとるべき施策めガイドラインとしでのコミットメソトの必要性を唱え，かなり積： 

極的な姿勢を杀している'  '

まナこ日本，イギリス，西ドイシなども，全面的なコミットメントは行ないえないが，ピアソソ報 

告にもられた援助目檩については，一応基本的に実現に努める旨の正式の発言を行なっている。日 

本は，O E C D 閣僚速® 会，E C A F E 総会，東南アジア開発閣僚会議等々において，75年までに 

G N  P の 1 %を援助向け，また政府開発接助の比率を高めるよう努める旨の積極的姿勢を明らか 

にL ている。援助については，一応基本目標を受け入れ，実施時期を明確イ匕しているが，しかしそ 

の他の政策措置についてはなお問題があり，.また援助についても，その目標を達成する具体的プ口 

グラムに欠けている。政^f としても，低開発国問題にとり組む基本理念を模索している段階であり， 

国内の社会資本の充実，生活環橈の改善等々め要求と援助増大とをどう選択•組み合わせるかに苦 

慮している状態であろう。 •

アメリ力では，本年3 月にビータ一ソン報告が公表され，一応の方向づけが与えられている。.対 

外援助を削減することは，米国の国際収支の困難等の問題があるにもかかわらず，長期的目標を著 

しく毁損することになるから，改められねばならないとはしながらも，故意に特定の目標を勧告し 

ないことに決したとして, 1 %援助目標その他は受け入れていない。その理丨おとして，援助壷を決 

定する場合の第一の前提は，被援助国の自助の努力と有効な開発政策の有無であるべきとと；並び 

に，米国の場合，その世界的防衛貴任の大きさに特別の考慮が'払われる必要のあることなどをあげ: 

ている。

この報告書で丨仏19殆年代の新しい国際環境に，米国の援助政策を即応せしめるための措置とし

て，⑴援肋機構の改革と⑵開発援助政策の洱検討を提言している。

、• . . _ . . . 一 . ■ . . . ， . . .  '
注( 4 3 ) 小野寺范ニ「第2次固鄉fj発の10年とU N C T A D j  1■調进資料月報j (卩本ェカフェ協会）1Q70年4 月-号。

( 4 4 ) 以下は，外務猶资料「ヒ•一ターソン報倍についてJ (経協政* 1970, 3，16) によっている》
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南北問題の新展開と苒反卷

援助機構の改革にっいては，従来の各種援助計画を，内容に応じて，（イ)安全保障援助，（ロ)福祉お 

よび緊急援助， （ハ)開発援助，の三っに分類し, （イ)にぅぃては，国際安全協力法（仮称)の下に統一 

し，国務名の政策的指揮の下に, 国務省および国防省が実施にあたる。（ロ)にっいでは国務翁が統一 

的に実施を行な5 。㈧ にっいては， A I D を解体し新たに米国国際開発銀行（u s  J  D g 〉 および米 

国国際:開発協会（U S I D わを設け，それぞれ開発借款および技術援助を分担せし め ， ごれとp  i ； 

咖にもとづく農産品援助 (従来逋り_ 務省ど農務省が担省)の三本建てとする > している。

y 発援助政策の冉裣討では，まず国際機関の役割を重視し，今後開発接助は, 国際機関を通ずる. 

ものを主とじ，二国間援助は従とすべきものとしでいる。次に民間部門の開発努力を重:視し，被援 

助国の資本市場め育成，国際機関を通ずる民間投資の振興，国際的投資保_ 制度の確立,米国の対 

低開発国投資の促進等の措匱を積極的とることを提案している。.第三に援助条件の緩和にっぃて 

は，援助のアンタイイングについて国際的措置を提唱するとともに, さ.レあたり，米国の借款にっ 

，いては，買付を低開発国の全てに開放することを提言し，さらに低開細からの輸出に対し，門戸 

を開くのは先進国の義務であるとして，低開発国特恵にっいては，籴国一国ででも率先供与すべき,

であると提言じている。 '
, ■ '  ： . ' ；

G の報告をみても, 勿論ある程度，前向き積極的に南北問鹖に対する取り耝みの姿勢は示されて 

レても/ 低開発国側の要求とはほど遠いものがあり，とぐにドル危機• アメリ力の優越した地位の. 

動揺にっれて，アメリ力はi 95o 年代および6 0年代前半とくらべ，むしろ後退している側面もあり， 

多くの問題が依然として残されている。

i* .

• ■ - • . . .  ■ ■ .

3 . 根本的再反省と新しい展開

ここでは，根本的再反省と新しい展開として，次の六っをとりあげてみたぃ。これらば勿論包括 

砂ではなぐ，とくに遺要と思われるものだけに限った。それらは，⑴低開発国問題への甚本的理念. 

の問題’ ⑵低開発国発展の意味♦ 内容の再検討と寒本!^視点の問題，⑶南北問題分析の方法論•分 

析体系をめぐる問題，⑷低開発国発展の蓮本方向，発展の動因• 阻害要因をめぐる問題，（5)低開発 

国の発腰戦略，発展の政策体系（policy-package)をめぐる問題，⑶新じい国際化•国際分業の進展と 

低開発国発展の問題，である。ただし紙幅の関係で，それぞれにっいて十分な論究を行なうことが 

できず, 蕋本的問題点•分析方向を指摘するにとどめねばならな 

必一の南北問題. 低開発国問題への基:本的理念にっいては，種々なる摸索が行な.われておりす 

でに彳h摘したように，世界共同体意識♦述带性原理にもと.づ■く横極的な方向づけが行なわれてぃる

注妳） r本雄4 本年10形およびI2 ;歸こおいてへぐのいくっかの站本的問題点をこっいて，っっ込んだ分析をする予定
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南北問題の新展開とW反省

問題は，こうした理念が世界的に，また一国全体において，広く合意され，確立されているかど 

うか，あるいはそうなる可能性が近い将来にあるかどうか，さらに，たとえそうした理念が確立さ 

れたとし'T：も，その具体的内容は何であり，それをどう具体的政-策指針としていぐかであろうo • 

c l0  world in tere stの主張に対比されるのが狭い国益(national interest)の立場であろう。.一部： 

では,狹いなまなましい国益以外にこの現実世界においで指導理念となるものはありえないとする 

考え方もあり，また一部では，この狭い国益といっでも，それが具体的に何かを，時間的にも地域 

的にもより広V、視点に立って考究していけば，本質的に，world in te r e s tと合致してしまうとする

考炙方もある。 ' ' 、 • ' '

しかし，現実的に筋を'通して考察女進めていぐとすれば，狭い国益だけを追求することは不可能. 

セあるが，他面一‘足飛びに世界共同体理念に依拠することも考えられず，結局のところ，板垣与一
. (46)

教授の指摘されるtrans-nationalismの方向が★ 理念として，当面の目標とさるべきであろし

「理論的に考えるかぎり，人類め究極的到達点が，n ationalを完全に超えたsupranationalismと

してのglobalismであるといえよう。ただその場合，ナ、ンョナリズムがim tionarcom m unityを基-

礎と したnational-stateを前提としているように，グローバリズムもworld com m unityを甚礎と

したworld-stateを前提としなければならないであろう。しかしながら，歴史の現実としては，その

ような意味での「世界国家」はいまだ存在せず，ただそれは理念としてのみ想萣されうるにすぎない。

われわれのアプロ ” チは，もっ々現実の事態と動向を直視しながら，ー齒では現実主義的であ，り

ながら，他面では理想主義的でもあるようなアプローチでなければならない。 われわれが，supm-

nationalism ではなく， transnafcionalism を， globalism ではなく，いわば “new” internationalism

への道を示唆しようというのは，以上の意味においてであるb ’

それでは， トランス、ナショナリズムの名のもとに，何を理解すベきであろうかo

私の理解によれば， トランス• ナシa ナリズムというのは，自国中心の狹いナ、ンa ナ.リズムから

. 脱却し，機能的により広いより高い視点に立ぅて，ナショナル• インタレストを純化し,国際的枣

向を坐かす意味で，丨【丨己を越えることである。ナショナリズムそのものを棄てるのではなく，ナシ
(47)

a ナリズムを「内在的に超越するj 立場である」

このトラソフ、• ナシg ナリズムが，少くとも，近い将来におけるわれわれの根本理念となるべき 

であることは, 間違いなく，むしろこれを如何に展開• 具体化し，それに依拠しつつどう現実的に
• . . (48)

南北問題の解決をはかっていくかが, 今後の課題であろう。

第二の低開発国発辰の意味• 内容の洱検討と基本的祝点をめぐる問題については，すでに指摘し

注( 4 6 )仮;断/ 一編f南北問題の研究j ⑴，アジア経済研究所, 1969印.，第1窜とくに笫7節。 •
(4 7 ) .仮姐々 -一 「_ 際資源学の-一般理論を求めて」卬木の资獅義一新しい资源政策を求めて- ^ 世界絰済研究協会， 

:1970平6 月，とくに第IV節， .

( 4 8 )こうしたアイディアのH 0の;;柳につV、ては，拙稿「tl本の資源政策のあり方」n \本の資源問題J 第5窜を参照
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た低_ 発性 • 発展の意味• 内容を絶対的基準と相対的基缚iのどちらにも'とづぃて判断すべきか.の論 

点のほか， なにを今更といわれるかもしれないが，根本的にあらためて， 発展とは何か， ないし 

低開発各国の目標は何かを問い直してみる必要があるということであ(4| 。どうも我々日本人なV、し 

先進国の人々は，物質的進歩至上主義• 経済発展至上主義的考えにとらゎれすぎてんり，杨質的繁 

衆をもとめて余格なくあくせく働きすぎているのでばないかと反省してみる必要がある。とくに他 

開発国それぞれのもっ伝統的価値• 生洁態度• 考え方を批判し,捨てさることを求めるだけセはな 

く，それらの前向き• 積極的 • 肯定的評価が重要であり，それらを十分に活かしっっ,各国のぃぐ 

，つかの澤択め可能性を考慮して，まず再検討がなされねばならなぃだろう。逆にぃえば北側諸_め 

物質的進歩童視の考え方ほ，どうもきびしt 、自然に直面し，これをのりとえて生きてぃかねぼなら 

ない北側の人間の，むしろ悲しむべき知恵• 対庇;であ名とみなすことも对能であろう。 .

それと関連するが，低開発国にアプローチする場合の基本的視点•立場があもためて問い直され 

ねばならないだろう。どうしても我々は，自分の立場をすてきれず，先進国的視点•日本人的感覚 

で低開発国にアプローチしがちである。しかし，より広い相互主義的な視点から，相手国侧の立場 

)こ立って理解を深め，考え直してみる必要があろう。冬してそれが上述のtransnational福の-*つ 

の具体的内容となるであろう。その点で各国別に自主的な視点， が考えられる必要があろう。

これまでのところからすると，低開発国の経済発展の必要性につぃて疑問を提起し，消極的であ 

ると受けとられるかもしれないが, 特殊な姐立的な社美をのぞき，.交通, 輪送，通信手段の発達に 

より，低開発各国は，世界経琦の網の目の中fc くみ込まれ，対外接触要因•国際関係は重要性を增 

し，すでに急激な変单遍程にある社会であり, _ 待増大苹命もおこり, 経済発展への要求が生じ， 

それを必要* 不苟欠のものとし/..各国は経済発展を湛本的目標の一 つ と して設定してい'ることも取 

実でもる。 • ’ ■-

ここでいっておきたいことは，一応低開発国問題にアプローチするに当って，あらためて,どの 

ような銮本的立場•視点によるべきがについて , 西検討め必要があり，もっと低開発_侧の立場を 

理解し，相互主義的立場に立も，各_ なりの特殊性を尊重せねばならふいというごとである。

第三の南北問題分析の方法論,分析体系をめぐる問題としては, 経済学だけでは十分な分析はで 

きず，種々なる学問分好を総合するmulti-disciplinaryなぃしは interdisciplinaryな分析k 必要で 

あることが，とくに最近多ぐの論者によって強調されており，その方向へのいくうかのことろみも 

なされている。論者によってことなるが, 自然科学と社会科学•人文科学を総合してのアプローチ 

をとくものもあり，また社会科学の_速分野を鉍合してのアプローチに限定十るものもいる。

こうしたinterdisciplinaryのアプp — チの d esirab ilityについて，もしそれが可能であるなら， 

誰しも疑問をいだくもO はいないが， しかしそれがどのようにして可能であるかにっぃては， n

注( 4 9 ) この点については拙搞論文⑶を参照されたい，
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必要性，望ましさはいいふるされてはいても，具体的な展開•貢献は皆無であるといってもいいで
(50)

あろう。したがって我々は，こうUた方向への一層の内実化，具体化に努力をそそいでいかねばな 

らないのである。

一つには，真]H面 . 大上段からこの問題にとり組み，基本的に新しい総合分析の方法論が確立さ

れねばならないし, 平なる各専門研究が併存し，それらが連結される段階を越えての真の統合化が

なされる必要がある。二つには，むしろ逆に> 個々のケース• スタディや現地調査において，つみ

あげ的に専門分野をことにするいく人かの学者達の共同研究がなされていき，それらをふまえてよ

り基本的方法論への展開をめぎすことであろう6 三つには，もしかかる総合化の方向を目指すこと

が短期的かつ個人的に不可能であるとすれば，それぞれの専門分野の立場から，各自のアブロ”チ

の有用性と限界とを再検討してみることであり，むしろそれぞれの分野において，そのなかに他の

専門分野の方法• 成果をある程度とり入れ，ないしは各分野の限界領域に存在する問題を積極的に

とりあげ, 各自の学間的アブロ一チを拡大•深化させていくことが少なくとも必要かつ有効な方向 
(51)

であるように思われる。

第四の低開発国発展の基本方向，発展の動因• 阻害要因をめくニる問題としては；まず低開発各国 

の発展の基本方向について斉一性• 共通性があるかどうか，先進国の発展過程’が低開発国の発展の 

ための範例となりうるかどうかが再検討されねばならない。蕋本的 . 究極的には,低開発国の工業 

化ないし産業化（industrialization)が発展方向であ令ことには意見の」致が存在しているが，しかし 

ょり現実的. 具体的な発展方向については、低開発各国の特殊性/ 発展段階 • 類型•相対的後進性 

の程度等々を考慮して,よりきめの細かい新しいアプローチ , 方向づけ，戦略が考えられねばなら 

ないことが, 現在では新しい常識化している。また西欧先進国の発展過程は低開発国の発展のため 

の正しい範例とはなりえず, 1 9世紀の発展と20 世紀の発展とは同一ではなく，現在の場合,おく 

れた低開発_ と並んで非常ビ発展した先進国が併存し> 積々たる作用• 影響を与えているところに，
(52)

特殊性•困難性を見出し，強調する論者も多い。. さらに日本の近代化• 経済発展が，非西欧社会の 

それとして, . 西欧型よりもアジア諸国の模範となりぅるかどうかも疑問で，安易な，アジアは一つ 

なり，日本もアジアの一員なりとする考え方.アプローチにも問題がありすぎるように思われ

- — ' _   _  ‘  ■.. : …

注( 5 0 ) たとえば, 1969年10月のアジア政経学会全国大会の共通討題rアジア研究の課題と方法j をめぐる論議（fアジア 

研究j 17卷 2 号）を参照されたい。また原覚天「アジ7 経済の発展と新たな分析视角一社会経済学的アブローチによる 

研究一J 『世界経済評論i 1969年12汨号は注目に値すん

( 5 1 ) 筆者自身は，第二 • 第三の方向への換紫を行なっている。拙稿論文⑶はm ultidisciplinaryなタイの調进報告だ 

し，K 南アジア諸国の政治• 経済 • 社会指標j  (昭和43牢 12月，民主主義研究会）といった形で結実した共冋研究を 

神川疋彦• 油野起央• 沖野安泰の三先生_と multidisciplinaryに行なったこともあるa.
(62) P. Streeten, “The Frontiers of Development Studies： Some Issues of Development Policy”，The J m rm l of 

Development Studies, Oct., 1967. /
.(53) Shigeru iBhikawa, Economic Development in Asian Perspective, Kinokuniya 1969 およひ*矢内原勝編’ r近代化 

の条件- -H本の立場• 低_ 発国の立場一j ダイ.ャモンド社，1970紙  ‘

— 72(688) .~ ~ -
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さらに発展の動因，低開発性の要因にっいても，基本的には, 人間の意志と能力の問題であり，
, • » » ； " .

人間が環境に働きかけ，これを積極的に改変していけるという意識をもっかぎり，発展は可能であ 

りノ発展の動因，低開発性の要因は, 1 950 年代の欠如理論が指示してきたようなたとえば資本〒投 

資といった一っの要因の欠如にあるのではなくて，人間の発展意欲を現実化し,それをいかせるよ 

うな条件* 環境 • 制度を作り出すことであり，そのたやには，多ぐの要素•耍因が結來されなけれ 

ばならないのである。勿論，_ 本的前提と.して, 社会的諸変革，制度的改革が必要とされるが，現 

状では, ，むしろその各国か採用する開発戦略の全体系*基本方阿（いわゆ,る . pdicy-package)■.が最ち重 

要であると合意, 舡っつあるのである。 、

第芄の低開発国め発展戦略，発展の政策体系をめぐる問題としては，. 上述の指摘と, 関速して, 

1郎0 年代後半以来，一つの実証的研究方向が盛んにとられている。それは，.1950年代および6 0年
' ■I . . . . . .  , . _ . . . L - ■

代前半の低開発各国の成長成果の実証研究を通じて，高成長国グループと低成長国グループないし 

優等生グループと劣等生グループに分け，積極的に何が前者の国々で成長要因となったのか，成長 

格善をもたらした要因は何かを, 究明していくのである。C うした方向の分析はミン卜によりこc  

ろみられ，以後多くの研究成果が発表されている。

結論的にいえば，C うした成長格差をもたちした要因.は，それぞれの国々が採用した開発戦略の 

基本体系そのものに求められるのである。すなわち, 目覚ましい成長を遂げた国々は, すべて，击 

場 • 価格メカニズムを重視する資本主義的な開発を行ない,民間部門のィニシァティブを活かす方
• パ. - .  ■ . .

向をねらっている。部門別にも，重工業優先開発方式はとらず, 農業部門の開発に中心をおき,ま

たは農工の均衡発展をはかっており，対外面においても，いわゆるoutward-looking.な政策をとり,• ' ■■ ' ■ ■ ' ■ .. .. • ■
貿易を重視し，輸出の多様化• 増大をはかり，積極的に外資を導入する姿勢を明らかにしている。

これに対し，急速な発展に失敗した国々は, 全く正反対の政策体系をとっており；政府が中心とな 

り，計画経済的な社会一主義的な重工業優先の開発方式を採用し，対外的にも inw ard-lookingな政 

策をとり，輸出 • 貿易を無視して, 輸入代替をはかり，外資,をしめだしてきている。
(56)

そうした実証研究においては，パキスタンとィンド，ないしタイ• 中国（台湾）• 韓国とインド•
(57)

ビルマ• セイロンとの対比が中心となっているのである。

■ こうした新しい研究方向• 研究成果は注目され，重視さるべきものではあるが，実証研究に徹底
. , ' ' .

した結果として，分析の前提として必要な, 発展をどう考えるのか, , どういう条件がみたされれば, 

いわゆる自立的成長が達成され, 発展が軌道にのったといえるのか,成長にとって重要な迤本的要因 

は何であり；それらがどのようにからみ合って成長をもたらすか等々の理論的• 体系的粋組，判断

注（54) H. Myint, "Economie Theory and Development Policy", Ecwuimta, May, 1967.
( 5 5 ) 梨本弘**アジアの済成長j 勁 雜 成 1%9牢がもつ とも茁喪であろう•

(56) UNt Economic Survey of Asia and the Far East 1969, Part L 
(5 7 > 原觉天「前掲識文j お よ び 架 本 弘 参 照 .
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' '

莲準が？っ込んで究吸されでいないので，何か雄なる祺実的展開を追うだけに終り，上逯の問題に

対する明確な解答はでX こないように考えられ，もう一歩つっ込んだ者究が必要であ
■ ■ '. . . • -

とくに，こうした経済政策体系だけのあり方で，そして市場♦価格メ力ニズムを道视していけば 

発展が行なわれるとすれば, 逆に何故低開発国問題が発生▲したのかそれ自体が疑問とな低開益 

国分析のための理論• アプローチ0 仕方,開発戦略そのものを無用にするという皮肉な結果奋生む 

ことにもなるので毛る。勿論, 低開発国は発展段階. 類型おいて多毺多様であり，今迄あまりヒ 

も低開売国の特殊性，先進国との差異が逆に強調されすぎセ.いた’ととへめ反省としては重要■視され 

ねばならないが, この実証的研究成果をふまえて，我々はさらに一層こうした根本的問題の再検討. 

をすすめていくととが要請されている6 ではなか6 うが。 '

第六め新しい国際化. 国際分業の進展と低開発国発展の問鹿は，最迪め新しい国際政治経済関係: 

. 'の深化 • 発展に応じて，先_ 国も’低開発国もともに，低開秦国発展に'^いて，新しい考え方，方向 

づけをしていかねばならないのではないがということで'ある。低開発国発展の問題• 南北問題も， 

近搲眼的，硬直的にとらえるのではなくて，前向きに，ダイナミックに, 伸縮的に，しかも長期的 

視释に立って，考え直していくことが必要であろう。

具体的にいえば，まず世界的に経済の化が進展し，相互依存関;係が増大しつつあ(5| 。さらに 

国際経跨関係，国際分業関係においてはパ生産物の移動である.V、わゆる.:visible trade.が相対■的丨と重• 

要性を失い，生産要素（資本，技術，経営能力等 ;々)の相互移動が重要となij，同時にサ一ビスを中心 

とする invisible trade V重要性を増大しつつある。 生産活動ないし企業“ 動そのものが， 国の境 

界を無意味にするように行なわれており，とれがいわゆる多国籍企業(multinational corporation) な 

いし国際企業（international corporation)め登場 • 雜展fc象徴さ(义先進国は產藥構造をますます高 

度化，多様化させており，努働力は逼迫し，成長の制約要因となっそおり,最近展開されているプ 

ロタクト（ライフ) サイクルないし贸易サイクルの理論によれ<ば》， 先進国にとっては，R & D 集約 

財 • 新製品が遺要となり，それに特化していぐであろう。 ^

こうした新しい展開を十分に理解し，先進国と低開発国の並存を前提とすれば，南北の新しい関 

係，新しい低開発国発展方向が_ ずと明確化きれてくるであろう。ペ

まず，国際化を前提として，国際機開♦多国間機関の低開発国発展に果す役割が増大するだけで 

なく，民間資本とくに国際企業が果す役割も増太するであろうし，新しい角度から，考察じ直され 

■  — 一 . . . : . . .  へ . . . ‘ ' . ' .  .
! 法( 5 8 )抑稿• 栗本弘前掲捣窗評r挺济研究jl97o华2月号，第21卷1号。

(59) R.N. Cooper, The Ecmomics of Inter-Dependence, 1968 .(拙稿嶎評 r三丨TJ学会雑訪j 1970 年1，ル导）
(60) a P . Kindleberger, American Business Abroad, 1969 (小招敏監訳 r国際緙済の論理j  ベりかん社，1970年)，

C.P. Kindleberger (ed. by), /が 如 arCorj?6如 細 ，1970および宵崎義ーr資本は国境を超タる』朝ロ新丨胡社，
麵 年 。 ノ

( 6 1 )谷r丨茁杏「贸舄サイクルの理論j 世界緙済評論j i96合年6月号およぴ小岛衍「ヅねダクト• サイクル論と雁行形 
態論j f同訪j 1970^.1乃故

—— 74(690) ——

南北問題の薪展開と苒反省

る必要があろう。 さらに先進国にとっで, 低開発_ の発展に協力し，低開発国製品の輸入拡大に好 

力することが，自国の必要性にもかない,長期的な発展をも保証しているこどがよりよく理解され 

るであろう。むしろ先進国側が一時的な産業転換の困難性から, 自由化せ•ず保護•差別を行なうこ 

とほ望ましくなぐ，積極的に産業転換をはかり, 国内的措匱により，過渡的困難を解決し, R & D投 

資を増大させ，その商で世界をリードしていく方向づけが肝要であろう。

この点は■とくに今後の問題として一_ め検討が必要であるとともに，低開'発国侧においても，生 

產の国際化，国際企業の一層の進出に対t て，どのように対絶くし, どう適応してV、くかについてり 

早急な検討がなされねばならないであろう。

. . . . . . . . . . . パ .：： .......： . . . . 人 ' . . .
. ■  . . .  . . * . . . . . ■

4 . 終りに—— 今後め展望一一

以上，南北'間題の新展開と苒反省につき，ごく概略的• 一般的な考究を行なってぎた。

理論的 • 実証的にさらに検討さるべき数多くの論点，問題が存在しているが, 最後にどこでは， 

南北問題の新展開が現実のものとなり，，国連第2次開発の10年が成功のうちに実行されていぐが 

とうかにづいてのごく大雑把な展望と今後の研究方向ならびに日本のあり方• 役割について，简iji 

にふれておきたい。 、

まず今後の展望であるが，少なくとも種々なる紆余曲折はあっても，現在まで禅めら■れてきた国. 

際協力# 制が完全に崩壊し，南北問題への南と北の双方での積極的な.とり組みの姿勢が後退するこ 

とはないであろう。ただし，理想的な世界共同体理念にもとづき, ティンバーゲン報告で指示*れ 

た方向への具体的な施策が早急にとられていぐかというとそれには疑問がのこる。やはりいまだ各 

国は狭い国益をすてきれず' ここ1 0 年 t r d n s n a t i o n a l i s m の方 向 へ 向うこすぎないであろう’ その. 

上，経済の論理だけでなく，政治 • イデオロギーの抗争が重要であり，東西閨係とくに中国（本土) 

が世界に対しどのような態度をとるか，ないしは中国（本土）を国際政治経済の舞台に引き出し， 

少なくとも平和共#の路線を守るネ うにすることができるかどうかが，キイ • フ ァ タ タ ー と なるで 

あろう。理想が実現されるのは遠い未来であるが，その勒きは, 遅々としていても，着実に生じて 

おり，南北問題の新展開にISずる方向への国民的合意6 達碑を中心に，. 政府も一般大衆•も努力を前 

ねていくことが必要であろう。

次〖こ，今後の研究方向としては，やはりこうした一般的♦概略的論究ではなくて，地域別,国別 

の詳細なfleld su rveyにもとづくケース• スタディがとくに蜇要であろ(1》。最近で'は低丨姻発国開発 

の一般理論•一般的アブロ 一チなどはありえないとする論渚が殆んどであり，それぞれの発展段 

階 • 類型に応じての誰細な研究が行なわれているのである。ただし多くの研究成染が陸続として

注脚たとえば , 小m 「1970年代の船好ァジァ絰済J f世界経済評論』1970年7 号が興味‘ る展纽を与えヤくれる》 :
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南北問題の新展開と洱反猶

じ，夥しい研究文献が日々累積されているが, いまだ混迷の状態をつづけ, 明確な方向づけ•解答 

が与えられていないことも厳然たる事実である。

終りに，日本の役割• 態度についてであるが, 日本は真の意味での先進国レベルに到達し，稗  々

なる意味において，一つの重舉な転期に立っているこ ;̂は明白である。ロ本の経済進出•大国化に 

対して， u g l y  J a p a n e s e だの， 日本の支配• 侵略などというキャッチ•フレーズの下に非難• 批 

判が生じ:t いる。またアジア諸国においては，以前の大萊亚共栄圏♦ 日本帝国主義の復活をおそれ， 

懸念している人々もいる。日本も今のこの時点で南北問題にとり餌む基本的姿勢,日本の今後の行 

き方を明らかにし，正しい望ましい方向へ日本が稹極的に貢献し， リ一ドしていくだけの意Mがほ 

しい。とくに日本は平和を堅持し，軍事-的意味では対外的に決してコミタトすることなく，軍事費 

に代り，平和の代償として，経済協力を拡大し， r貧困に対する戦い」に積極的にどり組む方針を 

明示すべきであろう。そして，低開発国の開発が達成されれば，それが長期的にも短期的にも，日 

本の利益 • 発展に通じ，相互利益丰義にのっとっての国内産業構造の転換• 高度化が,もっとも望 

ましい結果を生ずることになることを，我々金体が理解し，その方向づけが実現されるように努力 

しなければならないでもろう。
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能 力 主 義 と 日 本 的 特 質

青 沼 吉 松

1 年功制度の後退と能力主義の登場

年功は単た: 「馬齢を事ねる」といったことを意味し 

ない。年功のなかには. 能力主義が加味されている。 

技術が輸進的であった時には,現場での経験を積むこ 

とが能力の向上とほぼ平行していた。したがって，年 

功制度は必ずしも能力主義と矛盾するものではない。 

今日，両者が対立するもののように受け取られている 

のには, 特別の事情がある。技術革新が急進的になる 

と，従来の経験は陳腐になるをけではなく，新しい能 

力を身につける障害にすらなりかねない。産燊で必要 

とされる熟練の新旧交替を背景として，.年功制度の後 

退と能力主義の登場という事態が現出してくる。

わが国における年功制度は，学歴による差別を基盤 

としながら展開されてきた。産業化の発端から，学歴 

が重規され，大企業での枢要な地位に高学歴者を据え 

るという慣行が確立された。当初，学校出の登用はそ 

れまでの年功序列を破壊して，産業界に新風を送りこ 

むという意味を持っていた。ところが，との慣行が定 

着してくると，学歴主義は年功制j度の温床になる。そ 

れでも> 戦前における学歴ぶ碁盤とする年功制度は， 

戦後におけるものほどには極端なものではなh、ったよ 

うである。当時，昇進の条件としてものをいったのは 

学歴一般ではなくて，特定の学歴であった。学校格差 

という形態でゆがめられてはし、たが，能力主義がある 

程度まで通用していたようである。

晚後の経済成長にともなって，斡部要員の需要が増 

大するという状況において，大学を出て所要年数を経 

過すれば，それにふさわしL、役職につけるはずである 

という期待が普及してきた》高等教育機関卒業者が相 

対的に少なかった時代には，学歴と地悻のバラソスが 

かなりよく保たれており，とめ期待の大部分が突現さ

れたというのが実情である。しかし, 大学出が急増し， 

彼らが役職を期待するような年齢に達してくると,役 

職の水増しをもってしても，彼らの期待に応ずるめは 

'むす•かしくなっている。こうなると，年功制度に代わ 

って，能力主義による選抜は避け得なV、ものになる„
工業化の初期には. 現場労働者の雇用は流動的であ. 

ったが，明治末期に，大工場で新規学卒者•兵役除隊 

者を基幹従業員として採用するよ、になると,現場に 

おいても，年功制度が形成されるようになった。戦後 

の労孿再編成において, 年功制度の適用範囲が基幹従' 
業員から常用労働者に拡大される。さらも労働運動 

が高揚し，生活保障的要求が受け入れられぞくると， 

年功制度は著しく確固たるものになってくる。かくて, 
ホウイト. カラーめみでなく，ブルー*カラーにおい 

ても，雇用関係は固定的なものになり，昇給や昇進は 

画一的に行われるものに-なってくる。

年功制.度は生涯雇用と結びつくことによって，企業 

を共同体的なものにすることに役立つ。このような企 

業一家的観念に注目すると，ロ本的特質という問題が. 
出てくる。経営家族全義は,.企業外の社会のあり方に 

支持されなV、では成立し得なV、。戦前め日本社会は， 

封建的家族主義として特質づけられる。ところが，戦 

後の民主化の過程において,平等観念と個人主義が育 

ってきている。大きな社会の性格が変化してくると， 

企業一家的観念の維持も可能ではなくなってぐる。平 

等観念によ名封建的身分制の打破，個人主義による家 

族主義の代替が進んでいる。能力主義の登場による平 

功制度の後退は，このような状況を反映するものであ 

る。.
終身屈用とがらんでの年功制度は，豊富な労腿)力の、 

供給という前提において，比較的に安く良質な穷働办 

を確保しようとする方策から出てくる。わが国の人口 

増加率は北欧的水準にまそ低下し，人手不姐がいよL、-

7 7 (^ 3 )
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